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日本原子力研究開発機構大洗研究開発センター照射試験炉センターは、日立アロカメディカル

株式会社との共同研究により「リアルタイム多機能入域管理システム」を開発し、大洗研究開発

センターにある材料試験炉（以下、JMTR という。）原子炉建家に導入して、平成 24年 8月から

本システムの本格運用を開始した。 

本システムは、「作業者が携帯する携行器」、「それらのデータを受信する無線機器」及び「デ

ータを収集管理するサーバー」から構成され、作業者の所在、姿勢状態、被ばく線量をリアルタ

イムに把握し、それらの情報を管理者と作業者間、作業者相互間、さらには JMTR 原子炉建家内

外にいる者の相互間で共有することができる。 

本システムを運用することによって JMTR 建家内に作業者が入域すると、作業者の所在をフ

ロア別及びエリア別にリアルタイムに入域状況を原子炉制御室等で確認できる上に、作業者の状

況把握が容易になった。さらに、システムの機能として、姿勢検知機能付き無線式線量計を用い

ることにより、作業者の積算被ばく線量及び線量率をリアルタイムに確認すること、線量計内蔵

の加速度センサーにより作業者の姿勢を検知する事により、体調不良や不慮の事故等による転倒

時に迅速な救護活動も可能となった。 

本システムは、国内外の原子炉施設、核燃料物質の使用施設等への適用も可能であり原子力発

電所の解体作業や被災地区の除染作業においても、多数の作業者の被ばく線量や状態管理に、効

率的かつ効果的に貢献できる。 

 
 
 

本研究は、日本原子力研究開発機構と日立アロカメディカル株式会社との共同研究に基づいて実

施したものである。 
大洗研究開発センター：〒311-1393 茨城県東茨城郡大洗町成田町 4002 
＋1：東海研究開発センター 原子力科学研究所 保安管理部 
＋2：大洗研究開発センター 安全管理部 
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Japan Atomic Energy Agency has developed a real-time multifunctional access‐control 

system in a joint research with Hitachi Aloka Medical，Ltd., and it was installed in the 
radiation controlled area of the JMTR reactor building. The system has been operated since 
August 2012. 

This system consists of location sensors, dosimeters with accelerometer, wireless receivers 
and a control server for data acquisition. In addition, this system makes it possible to share 
worker’s information, such as worker’s location, postural status and exposed dose at real time, 
between a supervisor and workers moreover between outside and inside persons who are in 
the radiation controlled area. 

Using this system, the management of worker’s condition became easy by a monitoring 
display. Furthermore the wireless dosimeter with a postural sensor allows checking on the 
integrated exposure and the rapid relief work in an accident or illness. 

This system can be contributed for the management of workers condition in, nuclear 
facilities including reactor facilities, and decontamination area. 
 
Keywords：Real-time Radiation Management, Radiation Controlled Area, Safety of Workers, 

Wireless Dosimeter, Postural Sensor, JMTR 
This work has been performed in JAEA as a joint research with Hitachi Aloka Medical, Ltd． 
＋1： Department of Operational Safety Administration, Nuclear Science Research Institute, 

Tokai Research and Development Center Nuclear Science Institute 
＋2： Health and Safety Departmennt, Oarai Research and Development Center 
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１．はじめに 
照射試験炉センターでは、日立アロカメディカル株式会社との共同研究により、JMTR 原子炉

建家（以下、炉室という。）内の作業者の時間情報、所在情報、姿勢情報、線量情報が取得できる

革新的な「リアルタイム多機能入域管理システム」を開発した 1),2),3)。 

原子炉施設、核燃料物質を扱う施設、放射性同位元素を扱う施設等では、無用な放射線被ばく

を防止するとともに、施設内で作業する者の被ばく管理を適正に行うため、放射線障害防止法に

基づき、放射線被ばくのおそれのある区域を他の一般区域から隔離して管理区域としている。管

理区域への入域状況を把握すること及び管理区域内での作業者の外部被ばく線量をリアルタイム

で測定することは、作業者の過大な被ばくを防止する観点から重要である。 

管理区域への入域状況の把握方法は、施設によって異なっているが、JMTR では従来、炉室出

入口の炉室入出表示盤または回転表示盤の名札を手動で操作する方法を用いていた。 

作業者の個人モニタリングのうち外部被ばく線量の測定については、作業者にガラスバッジや

ポケット線量計を着用させ積算線量を測定することにより行っている 4),5)。ガラスバッジは四半

期（妊娠期間中の女子については 1 月）ごとに線量の評価を行い、ポケット線量計については作

業の都度線量の評価を行っている。更に炉室内各所にエリアモニタやサーベイメータ等の放射線

測定機器を配置し、作業現場での線量率の測定を行い、作業者の放射線に対する安全管理を実施

している。 

しかし、これら従来の方法では、リアルタイムで管理区域内作業者の具体的な所在及び滞在時

間の把握ができず、入域者の確認は炉室出入口の 1 箇所でしか行えないため入域状況の把握は困

難であった。 

また、外部被ばくの管理では、現場作業員の積算線量や作業員の線量当量率を遠方の管理者がリ

アルタイムで把握することは難しかった。これは、作業者の健康状態についても同様であり、事

故等の初動に影響する。 

このため、作業者の入域、外部被ばく線量及び健康状態を総合管理できるシステムを新たに開発

することにした。作業者の位置、被ばく線量、健康状態及び空間線量といった情報を一元的に収集し、

リアルタイムで情報を炉室内外の管理者や現場作業者が共有することで作業の安全管理をより高

い次元で行うことが可能となる。例えば、離れた場所にいる作業者等が、高線量の作業域に気づ

かず作業をしている作業者への警告や、体調が急変し倒れた場合の迅速な救助などを指示できる。

また、緊急時の施設内の人員掌握にも有効である。 

本報告書は、炉室内で作業する者の入域管理と被ばく管理を同時に行い、さらに、炉室内での

位置や作業員が倒れていないか等の情報をリアルタイムで取得できるシステムの開発についてま

とめたものである。 
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２．システムの概要 

本システムは、日本原子力研究開発機構と日立アロカメディカル株式会社が共同取得した特許

6)と日立アロカメディカル株式会社所有の特許 7),8)を使用して被ばく管理、健康管理、入域管理を

高度に融合したものである。システムの概念図を Fig 2.1 に示す。当面、健康管理は、姿勢を判

定する機能のみの運用となるが、将来的には、心拍、体表温の検知を行う専用の生体センサーを

用いての機能の拡張を図る計画である。 
システムは、炉室内で作業を行う者に携帯させる携行品（位置検知タグ、姿勢検知機能付き無

線式線量計）、携行品からのデータを受信する各種無線機器、受信したデータを収集管理するサー

バー、サーバーで処理をしたデータを表示し閲覧する表示器（各所に設置するディスプレイ、タ

ブレット）構成される。これらにより、現在、どこに誰がいて、立っているか倒れているか、ど

の程度の被ばく線量か、をリアルタイムで把握することができ、これらの情報を、管理者と現場

作業者間、現場作業者間、さらには炉室内外にいる者の間で共有できる。 

システムの開発にあたっては、下記の期間において、日立アロカメディカル株式会社と共同研

究として実施した。 

平成 23 年 1 月 全体システムの設計開始 

平成 23 年 7 月 システム詳細設計のための事前試験を実施 

平成 23 年 9 月 全体システムの設計完了 

平成 24 年 1 月 位置検知及び線量、姿勢情報の収集と携行品管理等を行うソフトウェア開発 

姿勢検知機能付き無線式線量計と無線中継器の開発 

炉室内への信号線の敷設及び各種無線機器の取付工事 

平成 24 年 3 月 システム設置完了 

通信に使用するネットワークは、情報漏えいを防止するため独立した専用のネットワークを敷

設し、炉室出入管理室及び炉室内各フロアに作業者の位置、線量率、積算線量、姿勢等の情報を

収集する無線機器を効果的に設置した。また、各種データを閲覧するための表示器を炉室入口、

原子炉制御室及びサーバー室の 3 箇所に設置し、炉室内各フロアで持ち運び使用できる現場表示

器（タブレット型）を原子炉制御室及び照射制御室に整備し、リアルタイムで入域管理、作業者

の位置及び作業者の積算線量、作業者の所在地における線量率、作業者の姿勢状態を確認できる

ようにした。 

本システムにより、JMTR 炉室内での作業者の状況を原子炉制御室などの様々な場所からリア

ルタイムで総合的に捉えることで、今までより高いレベルでの情報共有が可能となり、炉室内作

業の安全管理の質が向上した。これにより、事故の未然防止及び拡大防止にも効果が期待できる。 
JMTR における新旧炉室入域管理・放射線管理の比較を Table 2.1 に示す。 
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３．システムの構成 
本システムは、機能別で整理すると、位置情報管理サブシステム、線量管理サブシステム、健

康状態管理サブシステム及び携行品管理サブシステムにより構成される。 
本システムの全体システムの構成図を Fig 3.1 に示す。 

 
（1）位置情報管理サブシステム 

1）役割 
位置情報管理サブシステムは、作業者の位置情報を集め、表示器において炉室内の作業者の

所在をフロア別及びエリア別にリアルタイムで一覧表及びマップ上に表示するシステムである。

さらに、作業者の入域時刻及び現在時刻を取得することで、警報設定機能を使用し作業者の入

域時間を管理することができる。警報については個別に警報値（入域時間制限（秒）：0 時間

00 分 00 秒～16 時間 39 分 59 秒）が設定可能で入域者に応じた警報の判定ができる。 
 

2）構成要素 
位置情報管理サブシステムは、位置検知タグ、位置検知タグ励起装置（エキサイター）、無線

LAN 親機（アクセスポイント）、位置検知サーバー、LAN スイッチの各機器及びソフトウェ

アから構成される。各機器及びソフトウェアの機能は下記の通りである。 

①位置検知タグ 

位置検知タグは、設定により定められた間隔で指定の情報を Wi-Fi 電波を利用し発信でき

る機能を備えている。今回選定した機器は、電池式、寸法 74mm×50mm×10mm、質量

50g、防水、防塵仕様のものである。 

②位置検知タグ励起装置（エキサイタ―） 

位置検知タグ励起装置（エキサイタ―）は、125kHz の電波を利用し、タグに強制的に各

種の命令（ID の付加や電源の ON・OFF）を行う装置である。エキサイタ―は、位置検知

タグに対して固有の ID を送信し、タグが発信する情報にその ID を付加して、信号を位置

情報に変換するソフトウェア（後述するポジショニングエンジン）に対して位置検知タグが

どのエキサイタ―に反応しているかを知らせるために用いる。これにより、エキサイタ―近

傍で正確な位置を検出できる。 

③無線 LAN 親機（アクセスポイント） 

無線 LAN 親機は、位置検知タグよりの信号の受信機であり、位置検知タグからの到達時

間情報及び電波強度をポジショニングエンジンに送る機能を有しており、アクセスポイント

と呼ばれる。 

④ソフトウェア（検知システムソフト） 

検知システムソフトはポジショニングエンジン及びモバイルビューから構成され、位置検

知サーバー上で動くソフトウェアである。位置検知タグからの電波強度をポジショニングエ

ンジンで計算して、発信位置を割り出し、その結果をモバイルビューに表示する。ポジショ

ニングエンジン及びモバイルビューの主な機能は下記の通りである。 
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a）ポジショニングエンジン 

位置検知サブシステムの中核をなすソフトウェアで、検知されたタグのデータを位置情

報に変換し、他のシステムに対し位置情報を提供する。 

・到達遅延時間差による位置検知機能 

アクセスポイントから受け取った到達時間情報をもとに、リアルタイムに位置を検

知することができる。 

・電波強度による位置検知機能/存在検知機能 

アクセスポイントから受けとった電波強度情報をもとに、リアルタイムに位置を検

知する。また、位置検知タグの存在を検知することができる。 

・エキサイタ―による通過確認機能 

エキサイタ―を利用してタグの通過を検知し、同時に任意の命令をタグに与えるこ

とができる。 

b）モバイルビュー 

アクセスポイントからの情報をリアルタイムに集約、統合管理し、検索・監視・レポー

トするソフトウェアである。 

・管理機能 

管理対象に任意の名前を付加し、カテゴリーにより分類することができる。 

・ゾーン機能 

地図上にユーザが任意にゾーンを設定することで、座標だけではわかりにくい位置

情報をゾーンで表現し、わかりやすく管理できる。 

・ユーザ管理機能 

位置情報にアクセスできるユーザを権限ごとに設定できる。 

・検索機能 

管理対象を名称、状態、位置、カテゴリーにより検索し追跡できる。 

・監視機能 

管理対象の位置を定められたルールのもとに監視できる。 

・レポート機能 

蓄積された位置情報をレポート表示する。 

⑤位置検知サーバー 

位置検知サーバーは、位置情報管理システムを管理するサーバーである。 

⑥LAN スイッチ 

LAN スイッチは、有線 LAN の分配機であり、アクセスポイントとエキサイタ―への電力供

給も考慮し、イーサネット経由の電源供給機能のあるもの（PoE：Power on Ethernet）を用

いている。これにより、1 本のイーサネットケーブルで通信データと電源の両方を供給するこ

とができ、電源ケーブル敷設作業の省力化及び材料コストを削減した。 
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（2）線量管理サブシステム及び健康状態管理サブシステム 
1）線量管理サブシステムの役割 
線量管理サブシステムは、シリコン半導体検出器を利用して炉室内の作業者の積算線量及び

現在の線量率をリアルタイムに一覧又は個別表示し、さらに積算線量及び現在の線量率時系列

グラフを最新の情報通信時刻から作成し表示するシステムである。さらに、警報設定機能を使

用し作業者の被ばく管理ができる。警報については個別に警報値（線量警報：0μSv～
9999999μSv、線量率警報：0μSv/h～999999μSv/h）が設定可能で作業場所の雰囲気や作業状

況等、入域者に応じた警報の判定ができる。 
 

2）健康状態管理サブシステムの役割 
健康状態管理サブシステムは、姿勢検知機能付き無線式線量計内蔵の加速度センサーによる

姿勢検知機能を使用し、作業者が立っているか、倒れているかをリアルタイムに判定するシ

ステムである。警報設定機能については個別に警報値（姿勢状態：立位又は転倒、継続時間：

0 秒～9999 秒）が設定可能で作業者に応じた警報の判定ができる。当面、健康状態管理サブ

システムは、姿勢を判定する機能のみの運用となるが、将来的には、心拍、体表温の検知を

行う専用の生体センサーを用いての機能の拡張を図る計画である。 
 

3）線量管理サブシステム及び健康状態管理サブシステムの構成要素 
線量管理サブシステム及び健康状態管理サブシステムは、構成要素を共有しており、姿勢検

知機能付き無線式線量計、無線中継器、健康管理サーバー、LAN スイッチの各機器から構成

される。各機器の役割は下記の通りである。 

①姿勢検知機能付き無線式線量計 

姿勢検知機能付き無線式線量計（以下、「無線式線量計」という。）は、γ（X）線を測

定するとともに、着用者の姿勢状態を検知できる機能があり、現段階では健康管理システム

で使用する姿勢情報の取得も行う。無線式線量計自体には、警報機能は持たせておらず、健

康管理用サーバーで集中的に管理を行う。今回選定した機器は、電池式、寸法 40mm×66mm
×15mm、質量 40g、防滴仕様のものである。 

②無線中継器 

無線中継器は、無線式線量計よりの信号の受信機であると共に線量計の電波を受信して、無

線 LAN 電波に変換して再送信する機能を有している。また、無線中継器が有線 LAN に接続

することにより、情報を直接サーバーへ伝送することも可能である。 

③健康管理サーバー 

健康管理サーバーは、線量管理システム及び健康管理システムを管理するサーバーである。 

④LAN スイッチ 

LAN スイッチは、位置情報管理システムの LAN スイッチと共用であり、無線中継器への電

力供給も担っている。 

⑤ソフトウェア（線量及び健康管理プログラム及び線量計データ収集ソフト） 

線量及び健康管理プログラム及び線量計データ収集ソフトは、健康管理サーバー上で動く

ソフトウェアである。モバイルビュー及び線量計データ収集ソフトからの情報を線量及び健
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康管理プログラムで計算して、その結果をウェブ上に表示する。線量及び健康管理プログラ

ム及び線量計データ収集ソフトの主な機能は下記の通りである。 

a）線量及び健康管理プログラム 

リアルタイム多機能入域管理システムの中核をなすソフトウェアで位置及び、線量、姿

勢、個人情報等のデータを集約しウェブ上に表示する。 

b）線量計データ収集ソフト 

無線中継器よりの線量及び姿勢情報を線量及び健康管理プログラムへ提供する。 

 

（3）携行品管理サブシステム 
携行品管理サブシステムは、携行品の個人情報との関連づけ及び警報レベルの個人別の設定を

行うとともに、携行品の在庫管理・電池残量管理・品質管理も行うシステムである。本サブシ

ステムは、携行品管理プログラムから構成され、健康管理サーバーの線量及び健康管理プログ

ラムに含まれている。 
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４．JMTR への導入前試験 

JMTR は国内最大の水冷却型試験研究炉であり、熱出力 50MW、発電用原子炉などで使用する

燃料や材料を中性子で照射し、それらの耐久性や適性を実際に試験する、いわば「原子炉をつく

るための原子炉」として建設され、昭和 43 年（1968 年）に初めて臨界に達し、平成 18 年（2006
年）8 月まで延べ 165 サイクルの共同利用運転を行った。その後、JMTR 利用者や文部科学省に

よる JMTR 将来計画の検討が行われ、その結果を受けて、平成 19 年度から 4 年間かけて改修を

行い、平成 22 年度に改修を終了した。 
JMTR の改修としては、原子炉機器等の一部更新と照射設備の整備を行った。原子炉機器等の

一部更新では、原子炉制御系統、制御棒駆動装置、一次冷却系統、二次冷却系統、ボイラー・冷

凍機、電源設備、排水設備、炉室給排気系統の更新を行った。再稼働後には、20 年の運転を計画

している。 
JMTR 原子炉建家は、円筒形の鉄筋コンクリート建物で、これを囲んで南側に照射後試験を行

うホットラボ施設、西側に機械室を含む特定施設、北側及び東側は照射準備室、居室、実験室等

の建屋が配置されている。また、地上 1 階（一部 3 階）、地下 4 階の鉄筋コンクリート造り、屋

根は鋼管造鉄板板貼球面構造であって、直径 41.4m、高さ地上 20.4ｍ、地下 23.5ｍの大きさの円

筒形建家である。この建家天井には 30t/5t の旋回クレーンが設けられ、重量物の移動に使用され

ている。 
炉プールは、コンクリートで遮へいされ、内部はステンレス鋼でライニングされている。カナ

ルは、幅 3m、深さ 6.2m の水路で JMTR 建家からホットラボ建家内まで至っており、照射済の

キャプセル等の移動に使われる。 
原子炉建家内は、常時大気圧より 50～98Pa 低く自動的に減圧維持されており、万一、放射性

物質が原子炉建家内に漏れ出た場合でも、建家外に直接放散することを防止している。常時、人

が出入する扉は、負圧維持のため相互インターロック方式の二重扉を採用している。 
JMTR の運転中は、原子炉及び照射設備の運転状態を原子炉制御室と照射制御室にて 24 時間 3

交代制で監視している。運転中は 1 日に 3 回、原子炉建家内を巡視する。また、原子炉施設のオ

ーバーホールと、定期検査を実施するため 1 年に約 3 か月は、運転を停止しているが、その間も

点検計画に応じて各フロアにて、各種制御装置の点検、伝送器の校正や逃し弁、安全弁等の点検

整備、電源盤等の電気工作物点検等の設備機器の点検、1 日に 1 回の原子炉建家内の巡視が行わ

れる。Fig 4.1 に炉室縦断面図（N-S）、Fig 4.2 に炉室縦断面図（E-W）を示す。 
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（1）JMTR への導入のための事前試験 
リアルタイム多機能入域管理システムの設計に先立ち、炉室内において位置検知タグ及び無線

式線量計（事前試験では、姿勢検知機能がついていないものを使用）、生体センサーのデータを

収集する各種無線機器配置設計に係る送受信状況の確認並びに導入する各種無線機器が炉室で

使用している原子炉機器等に影響がないかを確認するための事前試験を行った。調査項目は、

以下の通りである。 
・位置検知精度試験 
・無線式線量計動作確認試験 
・生体センサー動作確認試験 
・JMTR 炉室内設備機器への電波影響試験 
・JMTR 炉室内で使用する電子機器への電波影響試験 
 

1）位置検知精度試験 
位置検知精度試験では、位置情報管理サブシステムの機能ならびに動作を実際に設置する場所

で試験した。炉室での位置検知精度を把握するため、炉室 1 階と炉室地下 2 階にて位置検知タ

グ及びアクセスポイント、エキサイタ―を用い電界強度、精度を測定し、位置検知タグの実際

の位置と検知位置を比較した。その結果は、炉室 1 階と炉室地下 2 階とも位置検知タグの位置

の検出状況を把握し、アクセスポイント及びエキサイタ―の配置を設計するにあたり必要なデ

ータを取得した。アクセスポイント及びエキサイタ―の配置設計においては、取得したデータ

をもとに炉室各所の設置機材による電波の反射影響等を考慮し、機器配置の最適化による精度

の改善を図った。位置検知精度試験に使用した試験機器の一覧をTable 4.1 に示す。 

①炉室 1 階での試験 
a）試験環境 

炉室 1 階 約 41mφ×約 26m（床から天井までの高さ） 
プール廻り及び建家内壁沿い各所に制御盤等が配置されている。 

b）試験方法 
フロア内にロケーションレシーバー及び LAN、サーバーを仮設置し、エキサイター、エ

キサイターディテクター、位置検知タグを用いポジショニングエンジンの電界強度分布の

測定及び校正を行い、位置検知精度を調べた。 
c）試験結果 

アクセスポイント 5 台を使用し、充分な電界強度が確保でき、位置検知は炉室 1 階全体

をカバーできた。炉室の壁付近のタグ位置は比較的安定し、炉室中央部分に近いタグ位置

は、不安定な傾向にあった。設置されている各機器による電波の反射によりタグ位置が不

安定な部分があったが、炉室 1 階の位置精度は、6.4m 以内であった。設計にあたっては、

取得したデータをもとにフロア全体の環境を考慮しアクセスポイントを追加することで、

精度を向上した。Fig 4.3 に炉室 1 階試験状況を示す。  
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②炉室地下 2 階での試験 
a）試験環境 

炉室地下 2 階 （約 41mφ×約 2m（床から天井までの高さ） 
電源盤、制御盤、機材保管キャビネット等が各所に設置されている。 

b）試験方法 
フロア内にロケーションレシーバー及び LAN、サーバーを仮設置し、エキサイター、

エキサイターディテクター、位置検知タグを用いポジショニングエンジンの電界強度分布

の測定及び校正を行い位置検知精度の試験を実施した。 
c）試験結果 

アクセスポイント 4 台を使用し、タグを所持して移動した場合、移動している軌跡通り

に位置が表示された。予想より、位置精度がとりやすく、良好な環境であり炉室 1 階より

誤差が少なかった。炉室地下 2 階の位置精度は、3.8m 以内であった。 
Fig 4.4 に炉室地下 2 階試験状況を示す。 

 
2）無線式線量計動作確認試験 

無線式線量計を炉室 1 階及び炉室地下 2 階で使用し動作確認として装着性及び伝送距離につ

いて試験した。 
無線式線量計動作確認試験に使用した機器一覧をTable 4.2 に示す。 

①装着性試験 
a）試験方法 
試験に用いる無線式線量計は、ストラップを使用し首から下げ、作業服の胸ポケットに入

れて作業を行い装着性の確認を行った。 
b）試験結果 
ストラップのみでは、作業時に無線式線量計が計測を行うべき胸の位置に安定しなかっ

たためクリップにより胸ポケットに固定できる構造に変更した。 
②伝送距離試験 

a）試験方法 
フロア内に無線中継器及び LAN、データ収集装置を仮設置し、無線式線量計より積算線

量及び線量率データの伝送可能距離を測定した。 
b）試験結果 

炉室 1 階及び炉室地下 2 階での伝送距離は、20m 程度であった。姿勢検知機能付き無線

式線量計は、無線ユニットを設計変更することで、伝送距離を約 30m まで伸すことができ

た。姿勢検知には、3 軸加速度センサーを採用した。 
炉室内の環境により通信状況が左右されるため、無線中継器は、伝達距離を考慮して中継

器数を増やし、電波の受信領域に空きがないよう配置した。さらに、中継器のアンテナ部

を延長する等、機器の設計変更を実施した結果、安定した受信環境が得られた。 
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3）生体センサー動作確認試験 
生体センサーを炉室 1 階及び炉室地下 2 階で使用し動作確認として装着性及び伝送距離につ

いて試験した。生体センサー動作確認試験に使用した機器一覧をTable 4.3 に示す。 
①生体センサーの概要 
試験に使用した生体センサーは開発中のもので、心拍、体表面温度（皮膚温度）、3 軸加速度

（姿勢状態の検知に利用）のデータをワイヤレスで伝送し、リアルタイムにモニタすることが

できるが今回の試験では、3 軸加速度データのみで動作試験を行った。Fig 4.5 に生体センサ

ー仕様を示す。 
②装着性試験 

a）試験方法 
試験に用いる生体センサーは、作業者の胸部の皮膚に粘着テープにて直接塗付した。試験

は、夏季（7 月）に実施し作業服の上に黄色実験衣を着用した状態で作業を行い装着性の

確認を行った。 
b）試験結果 
炉室で階段の昇降及び試験機器の設置と撤去、試験記録等の動作を行うにあたり、生体セ

ンサーは若干の汗では、外れないことが確認できた。しかし、夏季やタイベックスーツ等

を装備した状態での作業状況下及び個人差のある体毛の濃さや粘着テープの皮膚への安全

性等の身体的特徴への対応といった生体センサー装着時の作業性及び装着性に関しては引

き続き確認と検討が必要である。 
③伝送距離試験 

a）試験方法 
フロア内に無線中継器及び LAN、データ収集装置を仮設置し、生体センサー装着者より

の心拍、体表面温度（皮膚温度）、3 軸加速度（姿勢状態の検知に利用）データの伝送可能

距離を測定した。 
b）試験結果 
炉室 1 階及び炉室地下 2 階での生体センサーの電波の伝送距離は、10m 程度であった。 

④3 軸加速度センサー動作試験 
a）試験方法 

3軸加速度センサーは生体センサーに内蔵されている。フロア内に無線中継器及びLAN、

データ収集装置を仮設置し、生体センサー装着者からの姿勢状態に応じたデータを確認し 3
軸加速度センサーの動作試験を行った。 
b）試験結果 

3 軸加速度センサーにより装着者の姿勢状態に応じた角度を求めたデータが確認され動

作は良好であった。本システムでは、開発中の生体センサー採用を見送り、3 軸加速度セ

ンサーを無線式線量計に組み込み姿勢検知機能付き無線式線量計として採用した。炉室に

て姿勢検知機能付き無線式線量計での 3 軸加速度センサー動作試験を同様に行い、結果は

良好であった。 
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4）JMTR 炉室内設備機器での電波影響試験 
本システムを炉室内に設置するにあたり、導入する各種無線機器が炉室内設備機器に影響がな

いかを確認するための試験を実施した。 
炉室内設備機器への電波影響試験に使用した機器一覧を Table 4.4 及び炉室内設備機器への電

波影響試験における対象機器一覧を Table 4.5 に示す。 
①試験方法 

JMTR 炉室内設備機器への電波影響試験では、電波を発信する機器より電波を発信させ、

試験対象である炉室内に設置されている機器に近づけ、影響の有無を試験した。 
②試験結果 

試験の結果、JMTR 炉室内に設置されている機器に影響はなかった。 
 
5）JMTR 炉室内で使用する電子機器への電波影響試験 

リアルタイム多機能入域管理システムを炉室に設置するにあたり、導入する各種無線機器が炉

室で使用する電子機器に影響がないかを確認するため試験した。炉室内で使用する電子機器への

電波影響試験における対象機器一覧を Table 4.6 に示す。 
①試験方法 

JMTR 炉室内で使用する電子機器への電波影響試験では、エキサイタ―の出力設定を最大

として、試験対象である JMTR 炉室内で携行又は使用する対象機器をエキサイタ―からの電

波強度が最大となる約 1ｍの距離に設置し影響の有無を試験した。 
②試験結果 

試験の結果、JMTR 炉室内にて携行、使用する機器に影響はなかった。 
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5．JMTR での運用試験 

本システムの JMTR への設置は、炉室内の構造、設備・機器の配置、及び前述の事前試験結果

を踏まえて決定した。通信に使用するネットワークは、情報漏えいを防止するため独立した専用

のネットワークとした。炉室外と炉室内については、実験装置のデータ送信用に整備されていた

既設の独立した光 LAN ケーブルを転用しネットワークを構築した。このことにより、コストの

削減と工事期間の縮小を図った。次に、炉室内各フロアにメタル LAN ケーブルを通線し、位置

検知精度試験及び無線式線量計動作確認試験の結果を踏まえ、炉室出入管理室及び炉室内各フロ

アのポイントに無線機器（エキサイター、アクセスポイント、無線中継器）、LAN スイッチを設

置した。この際、高所の架台上に設置した無線機器の耐震対策として落下防止ワイヤー及びスパ

イラルチューブを巻き付けた吊りボルトを架台に使用した。これにより万一ボルトが切れた際も

スパイラルチューブと落下防止ワイヤーにより架台に取り付けた無線機器の落下を二重で防止す

ることができる。また、各所に設置した専用コンセントはトラッキング現象による火災予防の観

点からプラスチック製電源ボックス内に設置した。炉室外に設置するシステム管理用サーバーと

炉室出入管理室、炉室内各フロアの無線機器、LAN スイッチを用いてシステムのネットワークを

構築した。 
各種データが閲覧できるディスプレイを炉室入口と原子炉制御室に設置し、各フロアで持ち運

び使用できる現場表示器（タブレット型）を 4 台整備した。炉室内への信号線の敷設及び各種無

線機器の取付工事の作業フロー図をFig 5.1にシステム設置概念図をFig 5.2に各フロアの機器据

付概略及び取り付け状態写真を Fig 5.3～Fig 5.9 に機器取り付け状態を Fig 5.10 に示す。 
本システムを、平成 24 年 3 月に JMTR 施設に設置し 8 月から運用を開始した。炉室内に入域

する作業者には、位置検出や被ばく管理のために位置検知タグと無線式線量計を携帯させた。作

業者は、各エリアに設置されている表示器にて、入域者の所在をフロア別及びエリア別にリアル

タイムで一覧表及びマップ上で表示できる様になった。原子炉制御室ディスプレイと現場表示器

（タブレット型）を Fig 5.11 に、現場での使用風景を Fig 5.12 に、入退域状況一覧表画面イメー

ジを Fig 5.13 に、入域者所在マップ表示画面イメージを Fig 5.14 に示す。 

JMTR では、現行のガラスバッジは基本線量計として、リアルタイム多機能入域管理システム

の姿勢検知機能付き無線式線量計は補助線量計として用いる事とした。携帯している姿勢検知機

能付き無線式線量計で測定した入域者の積算線量及び現在の線量率をリアルタイムに表示し、設

定値以上になると表示器に警報を発報できる様にした。同じく、姿勢検知機能付き無線式線量計

内蔵の 3 軸加速度センサーにて作業中に作業者が体調不良や不慮の事故で倒れた際にも、作業者

の姿勢異常を判定し、表示器に警報を発報できる様にした。個人別情報画面イメージ及び積算線

量及び線量率の時系列グラフのイメージを Fig 5.15 に示す。 
本システムを導入したことにより、原子炉制御室等の表示器で位置検知タグ及び無線式線量計

を所持しているすべての作業者の状況を把握できるため、万が一入域者に異常が発生した時には

迅速な救護活動が可能となった。今後、JMTR で実際に運用して、作業者の姿勢異常を検出した
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際の対応マニュアル整備等により、作業の安全管理におけるシステムの有効性を向上させていく

ことを検討する。 
JMTRでは、ハード面でもさらなる作業者の安全管理のために本システムに以下の機能拡張を

計画している。 

（1）出入管理ゲートの開発 

現在 JMTR に導入しているシステムの構成では、作業者の位置検知タグ及び無線式線量計と

いった携行品の装着忘れを防止できない。このため携行品の装着を忘れると炉室に入室できな

いような携行品装着忘れ防止機能を備えた出入管理ゲートを開発する必要がある。 

（2）生体センサー開発 

現在のシステムでは、健康状態を検知するため姿勢状態情報を導入しているが、さらに高い精度で

作業者の健康状態を管理するためには、心拍や体表温等の情報が必要である。これにより、タイベッ

クスーツやアノラックを着用した夏場の様な高温多湿といった過酷な環境下での作業者の健康状態

がリアルタイムに取得でき、熱中症の予防といった体調急変の未然防止にも活用できる。 

（3）双方向通信機能の高度化、利便性の向上 

本システムでは、タブレット型の現場表示器を利用し、現場に居る作業者も自分や他の作業者

の炉室内での作業状態を閲覧できるようになっている。 

これをスマートフォン型へ変更することにより、現場作業者が携帯しやすく、さらにスマー

トフォン所持者同士、テレビ電話も可能にすることで、従来、固定された機器のある場所でし

か連絡できず、回線及び電波範囲の制限等があったページングやトランシーバに比べ自由な場

所で通話が可能となり通話範囲も拡大できる。現場での状況確認や情報共有も迅速に行える。

そのため、スマートフォン型への変更による利便性の向上及び双方向通信機能の高度化は、作

業効率の向上に有用である。 

（4）可搬型システムの開発 

JMTR では、空気中の放射性物質の濃度や表面密度が高いため、立入制限されているエリア（ル

ープキュービクル内、主循環系機器室内等）については、現時点ではリアルタイム多機能入域管理シ

ステムの対象範囲外となっている。しかし、前述した事前試験で用いた可搬型の器材（可搬型無線中

継器、ノートパソコン、無線式線量計）と線量管理サブシステム及び健康状態管理サブシステムを応

用すれば、立入制限されているエリアで一時的に立入り作業する場合の作業者の被ばく線量、姿勢

状態、その場の線量がリアルタイムに監視することができる。このような、可搬型の線量監視システム

及び姿勢状態監視システムを開発すれば、ループキュービクル内、主循環系機器室内等はもちろん

排水貯槽内点検整備やホットラボセル内除染のような特殊環境下での作業に対しても安全管理の飛

躍的な向上が期待できる。これらの可搬型のシステムを開発すれば東京電力株式会社福島第一原子

力発電所事故などの作業安全にも大きく貢献できる 9),10) 11),12)。 

また、本システムは、国内外の原子炉施設、核燃料物質の使用施設、放射性同位元素を扱う

施設等への適用も可能である。例えば、屋外の除染作業ではノートパソコンと LAN アンテナ

を使用すれば、配線を必要とせずシステム構築が可能となり、除染作業従事者の作業安全管理

に有効である。除染現場等への応用イメージを Fig 5.16 に示す。  
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6．まとめ 
本システムの開発にあたり、平成 23 年度に設計に係る事前試験及び全体システムの設計を行い、

JMTR 建家内に作業者の位置検知及び被ばく線量、姿勢異常の一括管理機能を備えた作業安全管

理システムを導入した。平成 24 年度よりシステムの運用を開始し、入域状況の把握については、

入域状況が、従前の炉室入口 1 箇所から原子炉制御室を含む原子炉建家内外の数箇所に増えたこ

と、さらに作業者の所在がリアルタイムにフロア、エリア単位で詳細に確認できるようなったこ

とで入域状況の把握が容易に行えるようになった。外部被ばくの管理についても、炉室内外の数

箇所で作業者の被ばく線量及び作業場所の線量率、姿勢状態がリアルタイムで確認できるように

なり、作業中の状態把握が簡単に行えるようになった。このように、炉室内外にいる管理者や現

場作業者がリアルタイムに情報を共有することで作業の安全管理が向上した。 

このようなシステムは、国内外の原子炉施設、核燃料物質の使用施設、放射性同位元素を扱う

施設等への適用も可能であり、福島第一原子力発電所の解体作業や被災地区の除染作業等の特殊

環境における作業に活用すれば、管理者が作業者の位置や周囲状況を把握することにより職務続

行、撤収、待避などを適切なタイミングで判断し、指示することができ、多数の作業者の作業安

全を効果的にリアルタイム管理することができる。 

今後、本システムの機能拡張として携行品装着忘れ防止機能を備えた出入管理ゲートの開発及

び作業者の心拍、体表温を測定する生体センサー機能の追加を検討している。 
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Table 2.1 JMTR における新旧炉室入域管理・放射線管理の比較 

項目 旧管理方式 
新管理方式 

（新システム） 

炉室入出状況の確認場所 炉室出入口 1か所のみ 
サーバー室、炉室出入口 

炉室内各所 
入退室状況の自動表示 × 〇 

リアルタイムに作業者の 
フロア、エリアごとの 

所在確認 
× 〇 

リアルタイムに作業者の積算
線量及び作業環境線量 

の把握 
× 〇 

警報機能 
（入域時間超過、積算線量、
作業環境線量及び姿勢異常） 

△ 
アラーム式線量計 
により一部可 

〇 

管理者と現場作業者間の 
情報共有 

× 〇 

姿勢状態の把握 × ○ 

＊姿勢検知機能付き無線式線量計内蔵の加速度センサーにより作業者の姿勢状態を感知。体調不

良や不慮の事故等、万一の際の迅速な救護活動が可能。 

 
Table 4.1 位置検知精度試験に使用した機器の一覧 

機器 数量 
①位置検知サーバー（パソコン） 1 式 
②ロケーションレシーバー 7 式 
③エキサイター 1 式 
④ミニエキサイター 2 式 
⑤エキサイターディテクター 1 式 
⑥位置検知タグ 20式 
⑦LAN スイッチ 1 式 

 
Table 4.2 無線式線量計動作確認試験に使用した機器一覧 

機器 数量 
①データ収集装置（ノートパソコン） 1 式 
②無線式線量計（姿勢検知機能がついていないもの） 10 台 
③可搬型無線中継器 

（ノートパソコンに装着して使用） 
2 式 

④無線中継器（有線 LAN） 1 式 
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Table 4.3 生体センサー動作確認試験に使用した機器一覧 
機器 数量 

①データ収集装置（ノートパソコン） 1 式 
②生体センサー（開発中のもの） 10 台 
③可搬型無線中継器 

（ノートパソコンに装着して使用） 
2 式 

④無線中継器（有線 LAN） 1 式 
 

Table 4.4 炉室内設備機器への電波影響試験に使用した電波を発信する機器一覧 
電波を発信する機器 数量 

①位置検知タグ 20 台 
②無線式線量計 10 台 
③生体センサー（開発中のもの） 10 台 
④エキサイター 1 台 
⑤可搬型無線中継器 

（ノートパソコンに装着して使用） 
2 式 

⑥無線中継器（有線 LAN） 1 式 
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Table 4.5 炉室内設備機器への電波影響試験における対象機器一覧 
対象機器 

①核計装並びに核計装検出器 
・中性子計装盤 3 面 
・起動系プリアンプ 3 台 
②プロセス放射線モニタ盤並びに放射線検出器 
・燃料破損検出器盤 
・水モニタ（１）検出器 
・水モニタ（２）検出器 
・脱気ガスモニタ検出器 
・カナル水・樹脂塔モニタ盤 
・カナル水モニタ検出器 
・樹脂塔モニタ検出器 
・16N モニタ盤 
③放管モニタ盤並びに放射線検出器 
・放管モニタ盤 
・放射線検出器 
④天井クレーン（無線操縦） 
⑤制御機器 
・プロセス制御計算機システム 
・原子炉制御操作卓 
・反応度制御盤 
・スクラム遮断器盤 
・プロセス計装盤 
・安全保護系変換器盤 
・制御棒駆動装置制御盤 
・制御棒駆動装置 
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Table 4.6 炉室内で使用する電子機器への電波影響試験における対象機器一覧 
対象機器 

①ガラス線量計 
②ポケット線量計 
③アラームメータ 
④表面汚染検査用サーベイメータ 
⑤空間線量測定用サーベイメータ 
⑥レムカウンタ 
⑦天井クレーン無線操縦機 
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Fig 2.1 システムの概念図 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  

Fig 3.1 全体システムの構成図 
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Fig 4.1 炉室縦断面図（N-S） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Fig 4.2 炉室縦断面図（E-W）  
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Fig 4.3 炉室 1 階試験状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

Fig 4.4 炉室地下 2 階試験状況  

対象外エリア
AP

T

AP

AP

AP

AP

アクセスポイント
（5箇所）

位置検知タグ
をもって移動



JAEA-Technology 2013-045 

- 23 - 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

Fig 4.5 生体センサー仕様 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Fig 5.1 JMTR 炉室内への信号線の敷設及び各種無線機器の取付工事の作業フロー図 
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Fig 5.2  JMTR へのシステム設置概念図 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Fig 5.3 機器据付概略（3 階）  

凡例 

E:エキサイタ― 

mE：ミニエキサイタ― 

AP：アクセスポイント 

L:無線中継器 

LSW：LAN スイッチ 
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Fig 5.4 機器据付概略（2 階） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Fig 5.5 機器据付概略（1 階）  

凡例 

mE：ミニエキサイタ― 

AP：アクセスポイント 

L:無線中継器 
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Fig 5.6 機器据付概略（地下 1 階） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Fig 5.7 機器据付概略（地下 2 階）  
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Fig 5.8 機器据付概略（地下 3 階） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Fig 5.9 機器据付概略（炉室出入口 入退管理室）  
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Fig 5.10 機器取り付け状態  
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Fig 5.11 原子炉制御室ディスプレイと現場表示器（タブレット型） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Fig 5.12 現場での使用風景  
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Fig 5.13 入退域状況一覧表画面イメージ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

Fig 5.14 入域者所在マップ表示画面イメージ 
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Fig 5.15 個人別情報画面イメージ及び積算線量及び線量率の時系列グラフのイメージ 

  

原太郎 1

原子炉第1課
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Fig 5.16 除染現場等への応用イメージ 

 

  

 



国際単位系（SI）

乗数　 接頭語 記号 乗数　 接頭語 記号

1024 ヨ タ Ｙ 10-1 デ シ d
1021 ゼ タ Ｚ 10-2 セ ン チ c
1018 エ ク サ Ｅ 10-3 ミ リ m
1015 ペ タ Ｐ 10-6 マイクロ µ
1012 テ ラ Ｔ 10-9 ナ ノ n
109 ギ ガ Ｇ 10-12 ピ コ p
106 メ ガ Ｍ 10-15 フェムト f
103 キ ロ ｋ 10-18 ア ト a
102 ヘ ク ト ｈ 10-21 ゼ プ ト z
101 デ カ da 10-24 ヨ ク ト y

表５．SI 接頭語

名称 記号 SI 単位による値

分 min 1 min=60s
時 h 1h =60 min=3600 s
日 d 1 d=24 h=86 400 s
度 ° 1°=(π/180) rad
分 ’ 1’=(1/60)°=(π/10800) rad
秒 ” 1”=(1/60)’=(π/648000) rad

ヘクタール ha 1ha=1hm2=104m2

リットル L，l 1L=11=1dm3=103cm3=10-3m3

トン t 1t=103 kg

表６．SIに属さないが、SIと併用される単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

電 子 ボ ル ト eV 1eV=1.602 176 53(14)×10-19J
ダ ル ト ン Da 1Da=1.660 538 86(28)×10-27kg
統一原子質量単位 u 1u=1 Da
天 文 単 位 ua 1ua=1.495 978 706 91(6)×1011m

表７．SIに属さないが、SIと併用される単位で、SI単位で
表される数値が実験的に得られるもの

名称 記号 SI 単位で表される数値

キ ュ リ ー Ci 1 Ci=3.7×1010Bq
レ ン ト ゲ ン R 1 R = 2.58×10-4C/kg
ラ ド rad 1 rad=1cGy=10-2Gy
レ ム rem 1 rem=1 cSv=10-2Sv
ガ ン マ γ 1γ=1 nT=10-9T
フ ェ ル ミ 1フェルミ=1 fm=10-15m
メートル系カラット 1メートル系カラット = 200 mg = 2×10-4kg
ト ル Torr 1 Torr = (101 325/760) Pa
標 準 大 気 圧 atm 1 atm = 101 325 Pa

1cal=4.1858J（｢15℃｣カロリー），4.1868J
（｢IT｣カロリー）4.184J（｢熱化学｣カロリー）

ミ ク ロ ン µ  1 µ =1µm=10-6m

表10．SIに属さないその他の単位の例

カ ロ リ ー cal

(a)SI接頭語は固有の名称と記号を持つ組立単位と組み合わせても使用できる。しかし接頭語を付した単位はもはや
　コヒーレントではない。
(b)ラジアンとステラジアンは数字の１に対する単位の特別な名称で、量についての情報をつたえるために使われる。

　実際には、使用する時には記号rad及びsrが用いられるが、習慣として組立単位としての記号である数字の１は明
　示されない。
(c)測光学ではステラジアンという名称と記号srを単位の表し方の中に、そのまま維持している。

(d)ヘルツは周期現象についてのみ、ベクレルは放射性核種の統計的過程についてのみ使用される。

(e)セルシウス度はケルビンの特別な名称で、セルシウス温度を表すために使用される。セルシウス度とケルビンの

　 単位の大きさは同一である。したがって、温度差や温度間隔を表す数値はどちらの単位で表しても同じである。

(f)放射性核種の放射能（activity referred to a radionuclide）は、しばしば誤った用語で”radioactivity”と記される。

(g)単位シーベルト（PV,2002,70,205）についてはCIPM勧告2（CI-2002）を参照。

（a）量濃度（amount concentration）は臨床化学の分野では物質濃度

　　（substance concentration）ともよばれる。
（b）これらは無次元量あるいは次元１をもつ量であるが、そのこと
 　　を表す単位記号である数字の１は通常は表記しない。

名称 記号
SI 基本単位による

表し方

秒ルカスパ度粘 Pa s m-1 kg s-1

力 の モ ー メ ン ト ニュートンメートル N m m2 kg s-2

表 面 張 力 ニュートン毎メートル N/m kg s-2

角 速 度 ラジアン毎秒 rad/s m m-1 s-1=s-1

角 加 速 度 ラジアン毎秒毎秒 rad/s2 m m-1 s-2=s-2

熱 流 密 度 , 放 射 照 度 ワット毎平方メートル W/m2 kg s-3

熱 容 量 , エ ン ト ロ ピ ー ジュール毎ケルビン J/K m2 kg s-2 K-1

比熱容量，比エントロピー ジュール毎キログラム毎ケルビン J/(kg K) m2 s-2 K-1

比 エ ネ ル ギ ー ジュール毎キログラム J/kg m2 s-2

熱 伝 導 率 ワット毎メートル毎ケルビン W/(m K) m kg s-3 K-1

体 積 エ ネ ル ギ ー ジュール毎立方メートル J/m3 m-1 kg s-2

電 界 の 強 さ ボルト毎メートル V/m m kg s-3 A-1

電 荷 密 度 クーロン毎立方メートル C/m3 m-3 sA
表 面 電 荷 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 sA
電 束 密 度 ， 電 気 変 位 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 sA
誘 電 率 ファラド毎メートル F/m m-3 kg-1 s4 A2

透 磁 率 ヘンリー毎メートル H/m m kg s-2 A-2

モ ル エ ネ ル ギ ー ジュール毎モル J/mol m2 kg s-2 mol-1

モルエントロピー, モル熱容量ジュール毎モル毎ケルビン J/(mol K) m2 kg s-2 K-1 mol-1

照射線量（Ｘ線及びγ線） クーロン毎キログラム C/kg kg-1 sA
吸 収 線 量 率 グレイ毎秒 Gy/s m2 s-3

放 射 強 度 ワット毎ステラジアン W/sr m4 m-2 kg s-3=m2 kg s-3

放 射 輝 度 ワット毎平方メートル毎ステラジアン W/(m2 sr) m2 m-2 kg s-3=kg s-3

酵 素 活 性 濃 度 カタール毎立方メートル kat/m3 m-3 s-1 mol

表４．単位の中に固有の名称と記号を含むSI組立単位の例

組立量
SI 組立単位

名称 記号

面 積 平方メートル m2

体 積 立法メートル m3

速 さ ， 速 度 メートル毎秒 m/s
加 速 度 メートル毎秒毎秒 m/s2

波 数 毎メートル m-1

密 度 ， 質 量 密 度 キログラム毎立方メートル kg/m3

面 積 密 度 キログラム毎平方メートル kg/m2

比 体 積 立方メートル毎キログラム m3/kg
電 流 密 度 アンペア毎平方メートル A/m2

磁 界 の 強 さ アンペア毎メートル A/m
量 濃 度 (a) ， 濃 度 モル毎立方メートル mol/m3

質 量 濃 度 キログラム毎立法メートル kg/m3

輝 度 カンデラ毎平方メートル cd/m2

屈 折 率 (b) （数字の）　１ 1
比 透 磁 率 (b) （数字の）　１ 1

組立量
SI 基本単位

表２．基本単位を用いて表されるSI組立単位の例

名称 記号
他のSI単位による

表し方
SI基本単位による

表し方
平 面 角 ラジアン(ｂ) rad 1（ｂ） m/m
立 体 角 ステラジアン(ｂ) sr(c) 1（ｂ） m2/m2

周 波 数 ヘルツ（ｄ） Hz s-1

ントーュニ力 N m kg s-2

圧 力 , 応 力 パスカル Pa N/m2 m-1 kg s-2

エ ネ ル ギ ー , 仕 事 , 熱 量 ジュール J N m m2 kg s-2

仕 事 率 ， 工 率 ， 放 射 束 ワット W J/s m2 kg s-3

電 荷 , 電 気 量 クーロン A sC
電 位 差 （ 電 圧 ） , 起 電 力 ボルト V W/A m2 kg s-3 A-1

静 電 容 量 ファラド F C/V m-2 kg-1 s4 A2

電 気 抵 抗 オーム Ω V/A m2 kg s-3 A-2

コ ン ダ ク タ ン ス ジーメンス S A/V m-2 kg-1 s3 A2

バーエウ束磁 Wb Vs m2 kg s-2 A-1

磁 束 密 度 テスラ T Wb/m2 kg s-2 A-1

イ ン ダ ク タ ン ス ヘンリー H Wb/A m2 kg s-2 A-2

セ ル シ ウ ス 温 度 セルシウス度(ｅ) ℃ K
ンメール束光 lm cd sr(c) cd

スクル度照 lx lm/m2 m-2 cd
放射性核種の放射能（ ｆ ） ベクレル（ｄ） Bq s-1

吸収線量, 比エネルギー分与,
カーマ

グレイ Gy J/kg m2 s-2

線量当量, 周辺線量当量, 方向

性線量当量, 個人線量当量
シーベルト（ｇ） Sv J/kg m2 s-2

酸 素 活 性 カタール kat s-1 mol

表３．固有の名称と記号で表されるSI組立単位
SI 組立単位

組立量

名称 記号 SI 単位で表される数値

バ ー ル bar １bar=0.1MPa=100kPa=105Pa
水銀柱ミリメートル mmHg 1mmHg=133.322Pa
オングストローム Å １Å=0.1nm=100pm=10-10m
海 里 Ｍ １M=1852m
バ ー ン b １b=100fm2=(10-12cm)2=10-28m2

ノ ッ ト kn １kn=(1852/3600)m/s
ネ ー パ Np
ベ ル Ｂ

デ ジ ベ ル dB       

表８．SIに属さないが、SIと併用されるその他の単位

SI単位との数値的な関係は、
　　　　対数量の定義に依存。

名称 記号

長 さ メ ー ト ル m
質 量 キログラム kg
時 間 秒 s
電 流 ア ン ペ ア A
熱力学温度 ケ ル ビ ン K
物 質 量 モ ル mol
光 度 カ ン デ ラ cd

基本量
SI 基本単位

表１．SI 基本単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

エ ル グ erg 1 erg=10-7 J
ダ イ ン dyn 1 dyn=10-5N
ポ ア ズ P 1 P=1 dyn s cm-2=0.1Pa s
ス ト ー ク ス St 1 St =1cm2 s-1=10-4m2 s-1

ス チ ル ブ sb 1 sb =1cd cm-2=104cd m-2

フ ォ ト ph 1 ph=1cd sr cm-2 104lx
ガ ル Gal 1 Gal =1cm s-2=10-2ms-2

マ ク ス ウ ｪ ル Mx 1 Mx = 1G cm2=10-8Wb
ガ ウ ス G 1 G =1Mx cm-2 =10-4T
エルステッド（ ｃ ） Oe 1 Oe　  (103/4π)A m-1

表９．固有の名称をもつCGS組立単位

（c）３元系のCGS単位系とSIでは直接比較できないため、等号「　　 」

　　 は対応関係を示すものである。

（第8版，2006年改訂）
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